
１ 概要

  令和６年度から令和８年度までの第９期介護保険事業計画に基づいて、第1号被保険者(65歳以上の

の人）の保険料額を改定する。

必要な給付費を賄うため、基準額を改定する

     保険料基準額　 【現   行】  年額 69,600円（月額 5,800円）

【改正案】  年額 73,200円（月額 6,100円）

２ 介護保険給付費等見込額と負担割合

　介護保険の運営は、介護保険事業計画に基づいて、３年間の保険給付に要する費用の総額に応じて

保険料を算定している。

 　なお、介護保険料基準額は、令和３年度から５年度の３年間に係る給付費のうち、第１号被保険者

（65歳以上の人）に負担してもらう約24％部分について、次ページの「３ 第１号被保険者の介護保険料

基準額の算出方法（月額）」により算出している。

①　令和６年度～８年度の給付費等見込額

　（内訳）

②　第1号被保険者は、給付費等見込額 の24.0％を負担

※保険給付費に対する国と県の負担割合は居宅給付費と施設等給付費では異なる。

※特別給付と保健福祉事業は全て第１号被保険者の保険料

保健福祉
事業

275 百万円

◎第９期介護保険事業計画に伴う介護保険料の改定について

127,965 百万円

その他
保険給付

地域支援
事業

6,148 百万円 4,691 百万円

施設サービス

47,659 百万円

居宅サービス

52,216 百万円

地域密着型
サービス

16,975 百万円

国庫負担金
施設等給付費

約19％

県負担金
施設等給付費

17.5％

第１号被保険者
（65歳以上）の保険料

約24％

第２号被保険者
（40歳以上～65歳未満）の

保険料
27％

  国庫負担金
  居宅給付費

  約24％

県負担金
居宅給付費

12.5％ 市負担金
12.5％

127,965 百万円

第25回横須賀市社会福祉審議会
高齢福祉専門分科会

資 料 １
（令和６年１月１８日）



３ 第１号被保険者の介護保険料基準額の算出方法（月額）

介護保険給付費準備基金の取崩しにより保険料を軽減する

※保険料基準額（月額）

※令和５年度末基金残高見込

82,476

３年間の第１号被保険者数

 基準額
（年額）

＝

令和６～８年度の給付費等見込額×第１号被保険者の負担割合÷予定収納率

　　　　　[　127,965百万円　］　　　　　　　　　[ 24％]　　　　　 　[ 98.5％]

≒

5,740百万円

基準額
（月額）

=
保険料月額 － 基金取崩しによる軽減額

（　6,873円　）　　　　  　　（　773円　）
＝ 6,100円

区　分
金額

（令和６～８年度合計）
保険料軽減額

（月額）

介護保険給付費準備基金取崩 3,458百万円 △773円

[　378,661人　]

保険料月額 82,476円　÷　12月　　＝ 6,873



１ 概要

  令和３年度から令和５年度までの第８期介護保険事業計画に基づいて、第1号被保険者(65歳以上の

の人）の保険料額を改定する。

必要な給付費を賄うため、基準額を改定する

     保険料基準額　 【現   行】  年額 66,000円（月額 5,500円）

【改正案】  年額 69,600円（月額 5,800円）

２ 介護保険給付費等見込額と負担割合

　介護保険の運営は、介護保険事業計画に基づいて、３年間の保険給付に要する費用の総額に応じて

保険料を算定している。

 　なお、介護保険料基準額は、令和３年度から５年度の３年間に係る給付費のうち、第１号被保険者

（65歳以上の人）に負担してもらう約24％部分について、次ページの「３ 第１号被保険者の介護保険料

基準額の算出方法（月額）」により算出している。

①　令和３年度～５年度の給付費等見込額

　（内訳）

②　第1号被保険者は、給付費等見込額　119,431,768千円の24.0％を負担

※保険給付費に対する国と県の負担割合は

　 居宅給付費と施設等給付費では異なる。

◎第８期介護保険事業計画に伴う介護保険料の改定について

119,431,768 千円

施設サービス 居宅サービス
地域密着型

サービス
その他

保険給付
地域支援

事業

34,539,555 千円 57,045,580 千円 16,842,920 千円 7,339,218 千円 3,664,495 千円

第１号被保険者
（65歳以上）の保険料

約24％

第２号被保険者
（40歳以上～65歳未満）の

保険料
27％

  国庫負担金
  居宅給付費

  約24％

県負担金
居宅給付費

12.5％ 市負担金
12.5％国庫負担金

施設等給付費
約19％

県負担金
施設等給付費

17.5％
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３ 第１号被保険者の介護保険料基準額の算出方法（月額）

介護保険給付費準備基金の取崩しにより保険料を軽減する

※保険料基準額（月額）

※令和２年度末基金残高見込

参考 県内他市の状況（１月8日現在、未確定値）

※

※

※基金取り崩し前の額

76,525円

３年間の第１号被保険者数

[　381,140人　]

保険料月額 76,525円　÷　12月　　≒ 6,377円

 基準額
（年額）

＝

令和３～５年度の給付費等見込額×第１号被保険者の負担割合÷予定収納率

　　　　　[　119,431,768千円　］　　　　　　　　　[ 24％]　　　　　 　[ 98.5％]

基準額
（月額）

=
保険料月額 － 基金取崩しによる軽減額

（　6,377円　）　　　　  　　（　577円　）
＝ 5,800円

区　分
金額

（令和３～５年度合計）
保険料軽減額

（月額）

≒

介護保険給付費準備基金取崩 2,600,000千円 △577円

4,004,339千円

6,800 円 5,820 円横浜市 三浦市

市名

6,200 円

第７期 第８期予定額 市名 第７期 第８期予定額

5,716 円

平塚市

鎌倉市

大和市

伊勢原市

5,277 円

5,464 円

6,454 円 5,500 円

6,000 円 5,902 円

川崎市

相模原市

秦野市

厚木市

5,825 円

5,800 円

5,390 円

5,385 円

5,699 円

5,200 円

5,548 円 5,800 円

5,500 円 5,500 円

5,810 円 5,215 円

茅ヶ崎市

逗子市

南足柄市

綾瀬市 4,858 円5,810 円

藤沢市

小田原市

海老名市

座間市

4,700 円

5,060 円

4,880 円

5,120 円

5,212 円

4,700 円－ 5,262 円

5,500 円 5,180 円

5,060 円 －

6 



１ 概要

  令和３年度から令和５年度までの第８期介護保険事業計画に基づいて、第1号被保険者(65歳以上の

の人）の保険料額を改定する。

必要な給付費を賄うため、基準額を改定する

     保険料基準額　 【現   行】  年額 66,000円（月額 5,500円）

【改正案】  年額 69,600円（月額 5,800円）

２ 介護保険給付費等見込額と負担割合

　介護保険の運営は、介護保険事業計画に基づいて、３年間の保険給付に要する費用の総額に応じて

保険料を算定している。

 　なお、介護保険料基準額は、令和３年度から５年度の３年間に係る給付費のうち、第１号被保険者

（65歳以上の人）に負担してもらう約24％部分について、次ページの「３ 第１号被保険者の介護保険料

基準額の算出方法（月額）」により算出している。

①　令和３年度～５年度の給付費等見込額

　（内訳）

②　第1号被保険者は、給付費等見込額　119,090,059千円の24.0％を負担

※保険給付費に対する国と県の負担割合は

　 居宅給付費と施設等給付費では異なる。

市負担金
12.5％

◎第８期介護保険事業計画に伴う介護保険料の改定について

119,090,059 千円

施設サービス 居宅サービス
地域密着型

サービス
その他

保険給付
地域支援

事業

34,539,555 千円 57,045,580 千円 16,842,920 千円 6,997,509 千円 3,664,495 千円

国庫負担金
施設等給付費

約19％

県負担金
施設等給付費

17.5％

第１号被保険者
（65歳以上）の保険料

約24％

第２号被保険者
（40歳以上～65歳未満）の

保険料
27％

  国庫負担金
  居宅給付費

  約24％

県負担金
居宅給付費

12.5％

5 



３ 第１号被保険者の介護保険料基準額の算出方法（月額）

介護保険給付費準備基金の取崩しにより保険料を軽減する

※保険料基準額（月額）

※令和２年度末基金残高見込

参考 県内他市の状況（１月8日現在、未確定値）

※

※

※基金取り崩し前の額

＝

令和３～５年度の給付費等見込額×第１号被保険者の負担割合÷予定収納率

　　　　　[　119,090,059千円　］　　　　　　　　　[ 24％]　　　　　 　[ 98.5％]

区　分
金額

（令和３～５年度合計）
保険料軽減額

（月額）

≒ 76,525円

３年間の第１号被保険者数

[　381,140人　]

保険料月額 76,525円　÷　12月　　≒ 6,377円

基準額
（月額）

=
保険料月額 － 基金取崩しによる軽減額

（　6,377円　）　　　　  　　（　577円　）
＝ 5,800円

 基準額
（年額）

介護保険給付費準備基金取崩 2,600,000千円 △577円

4,004,339千円

横浜市 6,800 円 三浦市 5,820 円

川崎市 6,454 円 秦野市 5,500 円

相模原市 6,000 円 厚木市 5,902 円

平塚市 5,548 円 大和市 5,800 円

鎌倉市 5,500 円 伊勢原市 5,500 円

藤沢市 5,500 円 海老名市 5,180 円

小田原市 5,060 円 座間市 －

茅ヶ崎市 － 南足柄市 5,262 円

逗子市 5,810 円 綾瀬市 5,215 円

6 



１ 概要

  令和３年度から令和５年度までの第８期介護保険事業計画に基づいて、第1号被保険者(65歳以上の

の人）の保険料額を改定する。

必要な給付費を賄うため、基準額を改定する

     保険料基準額　 【現   行】  年額 66,000円（月額 5,500円）

【改正案】  年額 72,000円（月額 6,000円）

２ 介護保険給付費等見込額と負担割合

　介護保険の運営は、介護保険事業計画に基づいて、３年間の保険給付に要する費用の総額に応じて

保険料を算定している。

 　なお、介護保険料基準額は、令和３年度から５年度の３年間に係る給付費のうち、第１号被保険者

（65歳以上の人）に負担してもらう約24.0％部分について、次ページの「３ 第１号被保険者の介護保険料

基準額の算出方法（月額）」により算出している。

①　令和３年度～５年度の給付費等見込額

　（内訳）

②　第1号被保険者は、給付費等見込額　110,468,565千円の24.0％を負担

※保険給付費に対する国と県の負担割合は

　 居宅給付費と施設等給付費では異なる。

◎第８期介護保険事業計画に伴う介護保険料の改定について

第１号被保険者
（65歳以上）の保険料

約24.5％

  国庫負担金
  居宅給付費
  約23.5％ 市負担金

12.5％

県負担金
居宅給付費

12.5％

居宅サービス

3,907,015 千円

施設サービス

110,468,565 千円

その他
保険給付

6,732,959 千円

地域支援
事業

地域密着型
サービス

33,772,817 千円 50,688,287 千円 15,367,487 千円

国庫負担金
施設等給付費

約18.5％

県負担金
施設等給付費

17.5％

第２号被保険者
（40歳以上～65歳未満）の

保険料
27％

5 



３ 第１号被保険者の介護保険料基準額の算出方法（月額）

介護保険給付費準備基金の取崩しにより保険料を軽減する

※保険料基準額（月額）

※令和２年度末基金残高見込

参考 県内他市の状況（１月8日現在、未確定値）

※

※

※

※

※基金取り崩し前の額

保険料月額 71,530円　÷　12月　　≒

令和３～５年度の給付費等見込額×第１号被保険者の負担割合÷予定収納率

３年間の第１号被保険者数

＝

5,961円

71,530円

　　　　　[　110,468,565千円　］　　　　　　　　　　[ 24.5％]　　　　　 　[ 98.5％]

区　分

△461円

≒

[　380,000人　]

介護保険給付費準備基金取崩

5,500円
保険料月額 － 基金取崩しによる軽減額

（　5,961円　）　　　　  　　（　461円　）
＝

基準額
（月額）

=

2,100,000千円

金額
（令和３～５年度合計）

 基準額
（年額）

保険料軽減額
（月額）

6,800 円

5,500 円

2,658,961千円

5,902 円

川崎市

厚木市

横浜市 三浦市 5,820 円

5,500 円秦野市

5,810 円逗子市

6,454 円

6,000 円

5,548 円

相模原市

5,500 円

－

平塚市

藤沢市

小田原市

茅ヶ崎市 －

鎌倉市

5,215 円

南足柄市

5,800 円

5,500 円

5,180 円

－

5,262 円

綾瀬市

大和市

伊勢原市

海老名市

座間市

6 


